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新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
で
売

り
上
げ
が
減
少
し
た
中
小
企
業

な
ど
に
最
大

三
百
万
円
を
給
付

す
る
持
続
化
給
付
金
で
、
国
の

委
託
先
で
あ
る

一
般
社
団
法
人

サ
ー
ビ
ス
デ
ザ
イ

ン
推
進
協
議

会
が
広
告
大
手
の
電
通

に
対
し

て
、
事
業

の
大
半
を
再
委
託
し

て
い
る
こ
と
が
分
か

っ
た
，
暉

の
委
託
費

の
９７
年
は
法
人
経
由

で
電
通
に
流
れ
る
〓
実
寅
的
な

給
付
事
業
は
電
通
が
行

っ
て
い

る
と
い
え
、
法
人
の
実
体

の
乏

し
さ
が
鮮
明
と
な

っ
た
。

経
済
産
業
省
が
立
憲
民
主
党

の
川
内
博
史
衆
院
議
員
に
回
答

し
た
。
同
省
は
法
人

に
七
百
六

十
九
億
円
の
委
託
費
を
支
払
う

こ

と

を

公

表

し

て

い
る
。

今

回
、
法
人
が
電
通

に
支
払
う
再

委
託
費
が
七
百
四
十
九
億
円
に

上
る
こ
と
が
判
明
し
た

．

法
人
は
電
通

、
パ
ソ
ナ
、
ト

ラ

ン
ス

コ
ス
モ
ス
が
二
〇

一
六

年
に
設
立
し
た
‥

約
百
五
十
万

件
を
想
定
し
て
い
る
膨
大
な
給

付
件
数
を
処
理
す
る

に
は
多
く

の
人
手
が
必
要
で
、
電
通
か
ら

催

の
企
業

に
事
業

の
外
注
が
行

わ
れ
て
い
る
可
能
性
も
あ
る
。

電
通
が
設
立
し

た
法
人
か
ら

電
通

へ

「
事
業
が
丸
投
げ
さ
れ

て
い
る
の
で
は
な
い
か
」
と
い

う

こ
れ

ま

で

の

本

紙

の

取

材

に
、

経

産

省

中

小

企

業

庁

は

「
迅
速
に
体
制
を

つ
く
り
、
誰

が
ど
ん
な
業
務

に
当
た
る
か
を

考
え
る
上
で
法
人
は
大
事
だ
」

と
回
答
し
て
い
る
じ

一
方
、
法
人
や
電
通
は

「
経

産
省

の
事
業
な
の
で
回
答
は
控

え
る
」
な
ど
と
し
て
、
給
付
金

事
業
の
運
営
体
制
を
明
ら
か
に

し
て
い
な

い
。

法
人
か
ら
電
通

へ
の
再
委
託

に

つ
い
て
、
財
政
が
専
門
の
小

黒

一
正

・
法
政
大
教
授
は

「
経

産
省
は
再
委
託
を
含
め
た
業
務

の
流
れ
を
承
認
し
て
い
る

。
法

人
が

（
電
通

へ
の
再
委
託
額
と

の
差
額
に
あ
た
る

）
二
十
億
円

に
見
合

っ
た
役
割
を
果
た
し
て

い
る
の
か
ど
う
か
を
説
明
す
る

責
任
が
あ
る

」
と
指
摘
し
て
い

る
。

（
森
本
智
之
、
皆
川
剛

）

中
小
企
業
給
付
金
の
受
託
法
人

事
業
費
爾
％
電
通
に
再
委
託

持続化給付金の

委託費の流れ
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